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（削除）

１．趣旨
　　持続可能な建設産業を構築するためには、建設産業従事者の就労環境を
　改善することが重要であり、中でも建設現場における休日確保への取組
　が、若手技術者をはじめとする担い手の確保と育成を進める上で課題と
　なっている。
　　このため、本要領は、営繕系工事における「週休２日」の実現に向け、
　現場における現状の課題を把握するために試行する「週休２日モデル工
　事」の実施方法等を定めたものである。

１．目的
　　本要領は、営繕系工事における「週休２日」の取組に必要な事項を定
　め、もって週休２日を促進することを目的とする。

（中略） （中略）

３．対象工事
　　山口県土木建築部建築指導課及び住宅課が「週休２日工事（発注者指定
　型）の対象工事」として発注する営繕系工事に適用する。

３．対象工事
　　山口県が「週休２日モデル工事（発注者指定型又は受注者希望型）の試
　行対象工事」として発注する営繕系工事に適用する。

４．発注方式
　　発注者指定型方式（発注者が週休２日に取り組むことを指定する方式）
　を基本とする。

４．発注方式
　　次のいずれかによる方式を基本とする。
　　なお、発注者は、一つの工事現場で複数の工事を分離発注する場合は、
　原則として、全ての工事について同一の方式を選択する。
（１）発注者指定型
 　　 発注者が週休２日に取り組むことを指定する方式
（２）受注者希望型
　　　受注者が工事着手前に発注者に対して週休２日に取り組む旨を協議し
　　たうえで取り組む方式

５．積算方法等
　　週休２日工事において、以下の現場閉所（現場休息）の状況に応じた補

５．積算方法等
　　建設業全体で週休２日の取組が進むためには、各企業の施工体制等に応
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　正係数等により労務費（予定価格のもととなる工事費の積算に用いる、複
　合単価、市場単価、補正市場単価、物価資料の掲載価格の労務費）を補正
　する。

　じた取組が可能となる環境の構築が必要となる。このため、最終的には４
　週８休以上の現場閉所（現場休息）による週休２日の取得を目指しつつ
　も、週休２日の取得に取り組む企業を拡大するため、各企業の施工体制等
　の実情を踏まえ、４週６休以上の現場閉所（現場休息）について、状況に
　応じた補正係数を設定することにより、建設現場の週休２日の実現に取り
　組むこととする。
　　週休２日モデル工事において、以下の現場閉所（現場休息）の状況に応
　じた補正係数等により労務費（予定価格のもととなる工事費の積算に用い
　る、複合単価、市場単価、補正市場単価、物価資料の掲載価格の労務費）
　を補正する。

（中略） （中略）

 ６．補正方法
（１）複合単価の補正方法
　　　以下の①から③までの現場閉所（現場休息）の状況に応じた補正係数
　　により複合単価の労務費を補正する。
　　　なお、交通誘導警備員の労務単価についても同様に補正する。
　　　ただし、山口県土木建築部建築指導課及び住宅課が調査した「材工共
　　の単価」については補正しない。

 ６．補正方法
（１）複合単価の補正方法
　　　以下の①から③までの現場閉所（現場休息）の状況に応じた補正係数
　　により複合単価の労務費を補正する。
　　　なお、交通誘導警備員の労務単価についても同様に補正する。

（中略） （中略）

 ７．実施方法等
（１）発注方法
　　　発注者は、工事の発注にあたって、現場説明書（鑑）に「週休２日工
　　事（発注者指定型）の対象工事」である旨を明示する。
（２）適正な工期の確保
　　　「山口県営繕系工事における適切な工期設定の考え方」に基づき、全
　　体工期のしわ寄せがないよう分離発注工事の施工期間を確保する等、適

 ７．実施方法等
（１）発注方法
　　　発注者は、モデル工事の発注にあたって、現場説明書（鑑）に「週休
　　２日モデル工事（発注者指定型又は受注者希望型）の試行対象工事」で
　　ある旨を明示する。
（２）適正な工期の確保
　　　「山口県営繕系工事における適切な工期設定の考え方」に基づき、全
　　体工期のしわ寄せがないよう分離発注工事の施工期間を確保する等、適
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　　正な工期を設定する。
　　　特に新営工事は、設定工期の妥当性を、類似工事の施工実績や（一
　　社）日本建設業連合会の「建築工事適正工期算定プログラム」により算
　　定した工期を参考に確認する。
（３）実施方法【別紙１参照】
　　ア．契約後、発注者が図示した「計画工程表」を基に、受発注者間で、
　　　工事工程のクリティカルパス等を共有する。
　　イ．発注者は、工程の変更理由が次の①～⑤に示すような受注者の責に
　　　よらない場合は、適切に工期の変更を行う。
　　　① 受発注者間で協議した工事工程の条件に変更が生じた場合
　　　② 著しい悪天候により不稼働日が多く発生した場合
　　　③ 工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合
　　　④ 資機材や労働需要のひっ迫により全体工程に影響が生じた場合
　　　⑤ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合
　　ウ．受注者の積極的な工程管理等により、余裕をもって工事を完成した
　　　場合において、工期の短縮変更は行わない。

　　正な工期を設定する。
　　　特に新営工事は、設定工期の妥当性を、類似工事の施工実績や（一
　　社）日本建設業連合会の「建築工事適正工期算定プログラム」により算
　　定した工期を参考に確認する。
（３）実施方法【別紙１参照】
　　ア．「発注者指定型」においては、契約後、発注者が図示した「計画工
　　　程表」を基に、受発注者間で、工事工程のクリティカルパス等を共有
　　　する。
　　イ．「受注者希望型」の受注者は、契約後、速やかに週休２日の取組の
　　　希望の有無について、発注者に書面で協議する。
　　ウ．発注者は、工程の変更理由が次の①～⑤に示すような受注者の責に
　　　よらない場合は、適切に工期の変更を行う。
　　　① 受発注者間で協議した工事工程の条件に変更が生じた場合
　　　② 著しい悪天候により不稼働日が多く発生した場合
　　　③ 工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合
　　　④ 資機材や労働需要のひっ迫により全体工程に影響が生じた場合
　　　⑤ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合
　　エ．受注者の積極的な工程管理等により、余裕をもって工事を完成した
　　　場合において、工期の短縮変更は行わない。

（中略） （中略）

（５）工事成績評定
　　　発注者は、対象期間内の現場閉所（現場休息）の達成状況に応
　　じ、「工事成績採点の考査項目の考査項目別運用表（公共建築工事）」
　　の「工程管理」において評価を行う。

（５）工事成績評定
　　　発注者は、対象期間内の現場閉所（現場休息）の達成状況に応
　　じ、「工事成績採点の考査項目の考査項目別運用表（公共建築工事）」
　　の「工程管理Ａ」について評価を行い、「４週６休以上」の達成が確認
　　された場合には、及び「工程管理Ｂ」において評価を行う。

（削除）
（６）その他
　　　受注者は、監督職員から配付されるアンケート調査に回答し、工事完
    成後２週間以内に監督職員に提出する。
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 附則
 本要領は、令和３年５月１日から適用する。
 附則
 本要領は、令和５年４月１日から適用する。
 附則
 本要領は、令和５年５月１日から適用する。
 附則
 本要領は、令和６年４月１日から適用する。

 附則
 本要領は、令和３年５月１日から適用する。
 附則
 本要領は、令和５年４月１日から適用する。
 附則
 本要領は、令和５年５月１日から適用する。
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